
【承認日：令和３年１１月２６日】 

 

調査計画全文 

 

１ 調査の名称（■特定一般統計調査 □その他の一般統計調査） 

  特定サービス産業動態統計調査 

 

２ 調査の目的 

  特定サービス産業の売上高、契約高等の経営動向を把握し、景気動向の判断材料に資するとともに、産業

振興政策、中小企業政策の推進及びサービス産業の健全な育成のための基礎資料を得ることを目的とする。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 □その他） 

   ただし、一部業種については特定の都道府県（別表参照） 

（２）属性的範囲（□個人 □世帯 ■事業所 ■企業・法人・団体 □地方公共団体 □その他） 

   日本標準産業分類に掲げる産業のうち、別表に掲げる業務を営む企業又は事業所 

 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数 

   約2,550企業又は事業所（別表参照） 

（２）報告者の選定方法（□全数 □無作為抽出(□全数階層あり) ■有意抽出） 

   経済センサス‐活動調査結果等を母集団情報として、年間売上高（全国計等）のおおむね70％をカバー

するまでの売上高上位の企業又は事業所等を抽出（別表参照） 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は調査票を参照） 

   企業・事業所名及び所在地、事業所数、従業者数、業務種類別等の月間売上高（又は月間契約高、購入

額、受注高）等（別表参照） 

〔集計しない事項の有無〕 無□ 有■ 

  以下の調査事項は、サービス産業動向調査（総務省）の調査事項であり、集計は行わない。 

・企業又は事業所全体の月末従業者数 

・企業又は事業所全体の月間売上高のうち、当該業務以外の売上高 

（２）基準となる期日又は期間 

   毎月末日現在 



   

 
 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統 

 経済産業省 － 民間事業者 － 報告者 

（２）調査方法 

■郵送調査  ■オンライン調査（■政府統計共同利用システム □独自のシステム □電子メール）  

□調査員調査 □その他（     ） 

〔調査方法の概要〕 

経済産業省からの委託を受けた民間事業者が、報告者へ郵送により調査票を配布し、郵送又はオンラ

イン（政府統計共同利用システム）により回収する方法により行う。 

なお、民間事業者は、調査票の配布・取集のほか、督促、疑義照会も行う。 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

□１回限り ■毎月 □四半期 □１年 □２年 □３年 □５年 □不定期 □その他（   ） 

   （１年を超える場合又は不定期の場合の直近の実施年：      年） 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

 調査票の提出期限は、調査月の翌月20日 

 

８ 集計事項  

  業種ごとに売上高、常用従業者数等を集計 

（集計事項一覧については、別添集計事項参照） 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表・非公表の別（□全部公表 ■一部非公表 □全部非公表） 

   サービス産業動向調査（総務省）の調査事項については、公表していない。 

（２）公表の方法（■e-Stat □インターネット（e-Stat以外） □印刷物  □閲覧） 

（３）公表の期日 

 速報：調査月の翌々月上旬、確報：調査月の翌々月中旬。 

ただし、土日・祝日・年末年始等により、上記の公表日によりがたい場合は、速報は調査月の翌々月15

日まで、確報は調査月の翌々月末日までに公表する。 

 



   

 
 

10 使用する統計基準等 

■使用する→■日本標準産業分類 □日本標準職業分類 □その他（              ） 

□使用しない  

調査対象の範囲の画定において、日本標準産業分類を使用する（別表参照）。 

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

保存期間：記入済み調査票は１年、調査票の内容を記録した電磁的記録は常用 

保存責任者：経済産業省大臣官房調査統計グループサービス動態統計室長 

 



別添

特定サービス産業動態統計調査 集計事項

集計事項

・物品賃貸（リース）業の契約高、物件別購入額、事業所数及び常用従業者数（自動車賃貸業を除く）

・物品賃貸（レンタル）業の物件別売上高、事業所数及び常用従業者数（自動車賃貸業を除く）

・情報サービス業の業務種類別売上高、事業所数及び常用従業者数

・広告業の業務種類別売上高、事業所数及び常用従業者数

・クレジットカード業の業務種類別取扱高、事業所数及び常用従業者数

・クレジットカード業の会社系統別取扱高

・エンジニアリング業のプラント・施設別受注高、受注件数、事業所数及び常用従業者数

・葬儀業の売上高、取扱件数、事業所数及び常用従業者数

・結婚式場業の売上高、取扱件数、常用従業者数及び事業所数

・ゴルフ場の売上高、利用者数、平均営業日数、営業ホール数、常用従業者数及びキャディ数

・ゴルフ練習場の売上高、利用者数、稼働打席数及び常用従業者数

・ボウリング場の売上高、利用者数、総ゲーム数及び常用従業者数

・遊園地・テーマパークの売上高、入場者数及び常用従業者数

・パチンコホールの売上高、設置台数、常用従業者数及び事業所数

・外国語会話教室の売上高、受講生数、延べ開設数、事業所数、常用従業者数及び講師数

・フィットネスクラブの売上高、利用者数、会員数、事業所数、常用従業者数及び指導員数

・学習塾の売上高、受講生数、事業所数、常用従業者数及び講師数

・インターネット附随サービス業の業務種類別売上高、事業所数及び常用従業者数

・機械設計業の業務種類別売上高、事業所数及び常用従業者数

・自動車賃貸業の売上高、契約台数、契約高、事業所数及び常用従業者数

・環境計量証明業の業務種類別売上高、事業所数及び常用従業者数



 （別 表）

番号
業種＜報告者数＞
≪母集団の大きさ≫

地域的範囲 属性的範囲 選定の方法（母集団名簿等） 報告を求める事項

1
物品賃貸（リース）業
＜約３０＞
≪約１,３００≫

全国

日本標準産業分類に掲げる小分
類７０１－各種物品賃貸業、７０２－
産業用機械器具賃貸業、７０３－事
務用機械器具賃貸業に属するリー
ス業務を営む企業

経済センサス-活動調査等を母集団とし、年間契約高（全
国計）のおおむね８０％をカバーするまでの契約高上位の企
業

①企業名及び所在地
②事業所数
③月末常用従業者数等
④リース月間契約高及びリース物件月間購入額
⑤月間売上高

2
物品賃貸（レンタル）業
＜約２００＞
≪約４，０００≫

全国

日本標準産業分類に掲げる小分
類７０１－各種物品賃貸業、７０２－
産業用機械器具賃貸業、７０３－事
務用機械器具賃貸業及び日本標
準産業分類に掲げる細分類７０９２
－音楽・映像記録物賃貸業（別掲
を除く）に属するレンタル業務を営
む企業

経済センサス-活動調査等を母集団とし、年間売上高（全
国計）のおおむね７０％をカバーするまでの売上高上位の企
業

①企業名及び所在地
②事業所数
③月末常用従業者数等
④月間売上高

3
情報サービス業
＜約３６０＞
≪約１８，０００≫

全国

日本標準産業分類に掲げる小分
類３９１－ソフトウェア業、３９２－情
報処理・提供サービス業に属する
業務を営む企業

経済センサス-活動調査等を母集団とし、年間売上高（全
国計）のおおむね７０％をカバーするまでの売上高上位の企
業

①企業名及び所在地
②事業所数
③月末常用従業者数等
④月間売上高

4
広告業
＜約１４０＞
≪約５，２００≫

全国
日本標準産業分類に掲げる小分

類７３１－広告業に属する業務を営
む企業

経済センサス-活動調査等を母集団とし、年間売上高（全
国計）のおおむね７０％をカバーするまでの売上高上位の企
業

①企業名及び所在地
②事業所数
③月末常用従業者数等
④月間売上高

5
クレジットカード業
＜約６０＞
≪約４００≫

全国
日本標準産業分類に掲げる細分

類６４３１－クレジットカード業に属
する業務を営む企業

現行の特定サービス産業動態統計調査の名簿に業界団
体の情報を母集団とし、年間売上高（全国計）のおおむね７
０％をカバーするまでの売上高上位の企業

①企業名及び所在地
②事業所数
③月末常用従業者数
④月間売上高

6
エンジニアリング業
＜約７０＞
≪約４００≫

全国

日本標準産業分類に掲げる細分
類７４９９－その他の技術サービス
業に属するエンジニアリング業務を
営む企業

現行の特定サービス産業動態統計調査の名簿に業界団
体の情報を母集団とし、年間受注高（全国計）のおおむね７
０％をカバーするまでの受注高上位の企業

①企業名及び所在地
②事業所数
③月末常用従業者数等
④エンジニアリング業務の月間受注高
⑤月間売上高



番号
業種＜報告者数＞
≪母集団の大きさ≫

地域的範囲 属性的範囲 選定の方法（母集団名簿等） 報告を求める事項

7
葬儀業
＜約１８０＞
≪約４，２００≫

全国
日本標準産業分類に掲げる細分

類７９６１－葬儀業に属する業務を
営む企業

経済センサス-活動調査等を母集団とし、年間売上高（全
国計）のおおむね５０％をカバーするまでの売上高上位の企
業

①企業名及び所在地
②月末常用従業者数等
③取扱件数
④月間売上高
⑤事業所数

8
結婚式場業
＜約１００＞
≪約５００≫

全国
日本標準産業分類に掲げる細分

類７９６２－結婚式場業に属する業
務を営む企業

経済センサス-活動調査等を母集団とし、年間売上高（全
国計）のおおむね７０％をカバーするまでの売上高上位の企
業

①企業名及び所在地
②月末常用従業者数等
③取扱件数
④月間売上高
⑤事業所数

9
ゴルフ場
＜約２３０＞
≪約４００≫

都道府県のうち北海
道、宮城県、東京
都、愛知県、大阪
府、広島県、香川
県、福岡県の８都道
府県

日本標準産業分類に掲げる細分
類８０４３－ゴルフ場に属する業務
を営む事業所

経済センサス-活動調査等を母集団とし、年間売上高（都
道府県毎）のおおむね７０％をカバーするまでの売上高上位
の事業所

①企業・事業所名及び所在地
②月末常用従業者数等
③利用者数
④月間売上高
⑤月間営業日数
⑥営業ホール数

10
ゴルフ練習場
＜約２１０＞
≪約６００≫

都道府県のうち北海
道、宮城県、東京
都、愛知県、大阪
府、広島県、香川
県、福岡県の８都道
府県

日本標準産業分類に掲げる細分
類８０４４－ゴルフ練習場に属する
業務を営む事業所

経済センサス-活動調査等を母集団とし、年間売上高（都
道府県毎。ただし、北海道については札幌市に限定）のお
おむね７０％をカバーするまでの売上高上位の事業所

①企業・事業所名及び所在地
②月末常用従業者数等
③利用者数
④月間売上高
⑤打席数

11
ボウリング場
＜約１２０＞
≪約２００≫

都道府県のうち北海
道、宮城県、東京
都、愛知県、大阪
府、広島県、香川
県、福岡県の８都道
府県

日本標準産業分類に掲げる細分
類８０４５－ボウリング場に属する業
務を営む事業所

経済センサス-活動調査等を母集団とし、年間売上高（都
道府県毎。ただし、北海道については札幌市に限定）のお
おむね６０％をカバーするまでの売上高上位の事業所

①企業・事業所名及び所在地
②月末常用従業者数等
③利用者数及びゲーム数
④月間売上高

12
遊園地・テーマパーク
＜約３０＞
≪約９０≫

全国

日本標準産業分類に掲げる細分
類８０５２－遊園地（テーマパークを
除く）、８０５３－テーマパークに属
する業務を営む事業所

経済センサス-活動調査等を母集団とし、年間売上高（全
国計）のおおむね9０％をカバーするまでの売上高上位の事
業所

①企業・事業所名及び所在地
②月末常用従業者数等
③入場者数
④月間売上高

13
パチンコホール
＜約５０＞
≪約５００≫

全国
日本標準産業分類に掲げる細分

類８０６４－パチンコホールに属する
業務を営む企業

業界団体資料を母集団とし、各都道府県から各々１ないし
２企業を抽出（ただし、北海道は５企業、東京都及び大阪府
は３企業を抽出）

①企業名及び所在地
②月末常用従業者数等
③月間売上高
④設置台数
⑤事業所数

14
外国語会話教室
＜約３０＞
≪約４，８００≫

全国
日本標準産業分類に掲げる細分

類８２４５－外国語会話教授業に属
する業務を営む企業

経済センサス-活動調査等を母集団とし、年間売上高（全
国計）のおおむね７０％をカバーするまでの売上高上位の企
業

①企業名及び所在地
②月末常用従業者数等
③月間売上高
④受講生数及び新規入学生数
⑤開設数
⑥事業所数



番号
業種＜報告者数＞
≪母集団の大きさ≫

地域的範囲 属性的範囲 選定の方法（母集団名簿等） 報告を求める事項

15
フィットネスクラブ
＜約６０＞
≪約１，７００≫

全国
日本標準産業分類に掲げる細分

類８０４８－フィットネスクラブに属す
る業務を営む企業

経済センサス-活動調査等を母集団とし、年間売上高（全
国計）のおおむね７０％をカバーするまでの売上高上位の企
業

①企業名及び所在地
②月末常用従業者数等
③利用者数
④月間売上高
⑤会員数
⑥事業所数

16
学習塾
＜約１６０＞
≪約１６，０００≫

全国
日本標準産業分類に掲げる小分

類８２３－学習塾に属する業務を営
む企業

経済センサス-活動調査等を母集団とし、年間売上高（全
国計）のおおむね７０％をカバーするまでの売上高上位の企
業

①企業名及び所在地
②月末常用従業者数等
③月間売上高
④受講生数
⑤事業所数

17
インターネット附随サー
ビス業＜約８０＞
≪約２，５００≫

全国
日本標準産業分類に掲げる小分

類４０１－インターネット附随サービ
ス業に属する業務を営む企業

経済センサス-活動調査等を母集団とし、年間売上高（全
国計）のおおむね７０％をカバーするまでの売上高上位の企
業

①企業名及び所在地
②事業所数
③月末常用従業者数等
④月間売上高

18
機械設計業
＜約１２０＞
≪約５，１００≫

全国
日本標準産業分類に掲げる小分

類７４３－機械設計業の業務を営む
企業

経済センサス-活動調査等を母集団とし、年間売上高（全
国計）のおおむね７０％をカバーするまでの売上高上位の企
業

①企業名及び所在地
②事業所数
③月末常用従業者数等
④月間売上高

19
自動車賃貸業
＜約１５０＞
≪約１，４００≫

全国
日本標準産業分類に掲げる小分

類７０４－自動車賃貸業に属するレ
ンタル、リース業務を営む企業

経済センサス-活動調査等を母集団とし、年間売上高（全
国計）のおおむね７０％をカバーするまでの売上高上位の企
業

①企業名及び所在地
②事業所数
③月末常用従業者数等
④月間売上高
⑤レンタル業務の月間契約台数、月間売上高
⑥リース業務の月間契約台数、月間契約高

20
環境計量証明業
＜約１７０＞
≪約５００≫

全国
日本標準産業分類に掲げる細分

類７４５２－環境計量証明業に属す
る業務を営む企業

経済センサス-活動調査等を母集団とし、年間売上高（全
国計）のおおむね７０％をカバーするまでの売上高上位の企
業

①企業名及び所在地
②事業所数
③月末常用従業者数等
④月間売上高











































 

1 
 

特定サービス産業動態統計調査の必要性 
 
 
１．調査の目的・必要性 
  特定サービス産業動態統計調査は、産業振興政策、中小企業政策及び消費者行政の推進

のための基礎資料として経済産業省所管のサービス産業（情報サービス業、コンテンツ産

業及び娯楽産業等）の動向を把握するために、昭和６２年に物品賃貸業、情報サービス業

及び広告業の３業種（４調査票）で調査が開始され、現在は１９業種（２０調査票）につ

いて、主要サービス産業（業務・サービス品目）の売上高、契約高、受注高、従業者数に

加え、利用者数、受講生数、入場者数、取扱件数等を毎月調査している。 
本調査の調査結果は、各業種の業況等の動向把握に資すると共に、第３次産業活動指数、

消費総合指数等の二次加工統作成や四半期別ＧＤＰ速報（ＱＥ）及び国民経済計算年次推

計のための基礎データとして活用されている。加えて、業界団体、民間企業、シンクタン

ク及びマスコミにおいても当該業界の動向把握、景気判断、各種分析及び経営判断等の際

の基礎資料として活用されている。 
こうしたニーズに応えるためにも、本調査を実施する必要がある。 
 




